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今年もよろしくお願い致します。
安倍政権は昨年１年間、消費税増税を４月から実施、秘密保護法の成立、「戦争する国」作りの推進、靖国神社の参拝、沖縄基地の県内移設、原発再稼働と輸出、暮らしの問題と暴走に次ぐ暴走を繰り返して国民の不安と批判を招きました。

「現在の自民党は、果たして保守政党の王道を歩んでいると言えるのだろうか」「今の自民党は保守政党でなく右翼化した全体主義政党だ」とは「保守」の論客からの安倍政権への厳しい見方です。

安倍政権のもとで２０１４年は社会保障の改悪、労働法制の緩和による雇用の締付け、教育に対する攻撃が本格化します。これらは、「弱肉強食の経済社会」「戦争する国づくり」をつくることが狙いです。　　　　　　　　　　　　　　　

社会保障プログラム法は、政府の任務を「自助・自立のための環境整備」と規定しました。社会保障の「向上及び増進に努めなければならない」と定めた日本国憲法２５条を乱暴に踏みにじるものです。　　　　　　　　　　　　　　　　

「世界で一番企業が活動しやすい国」（日本再興戦略）を掲げて、賃上げより企業の収益拡大を優先させ、労働法制の規制緩和による「賃下げ」へと暴走しています。派遣労働を無期限・無制限に使い続けられるようにすることや、低賃金で解雇がしやすく、正社員とは名ばかりの「限定正社員」や、残業代ゼロのただ働き正社員をつくる「ホワイトカラー・エグゼンプション」の導入を打ち出しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「経済再生と並ぶ日本国の最重要課題」として執念を燃やすのが、教育制度の改悪です。通常国会には、憲法のもとで戦後つくられた民主的諸制度を壊す法案を矢継ぎ早に出す計画です。教育委員会制度、教科書検定制度の大改悪や、道徳の教科化による上からのいっそうの統制強化も狙っています。高校無償化を廃止します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【暮らし】大企業の目先の利益確保のためだけに「アベノミクス」を推進することは、国民の暮らしを壊し、日本経済再生の土台まで掘り崩す「悪循環」でしかありません。“大企業の国際競争力強化こそがすべて”とする、いびつな経済の仕組みを問い直すときです。国民のふところが温まり購買力が向上する内需主導の「好循環」へ転換することが必要です。大企業がため込んだ内部留保を、労働者、中小企業、地域経済にきちんと還元・還流させることを通じて、日本経済の健全な成長・発展に道を開くときです。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
【原発ゼロ】年明けには事故から３年を迎える福島原発の状況は、廃炉は決まったものの事故を起こした原子炉本体には近づくこともできず、流れ込む地下水や雨水などで増え続ける汚染水は、放射性物質を地中や海中に拡散し、その深刻化が国際的にも注目されるありさまです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権は年明けに決める新しい「エネルギー基本計画」（1月６日までパブリックコメントを募集しており、私も５日に提出しました。）で、原発を「基盤となる重要なベース電源」と位置づけようとしており、原発再稼働に暴走しています。原発の輸出にも積極的です。
【予算】安倍内閣は12月24日、2014年度政府予算案を閣議決定しました。国の基本的な予算規模を示す一般会計の総額は、１３年度当初比３・５％増の９５兆８８２３億円と過去最大になりました。政府は１４年度予算案を、今月上旬に決めた１３年度補正予算案と一体のものと位置づけており、両方を合わせた歳出規模は１０１兆円を超えます。日本共産党の市田書記局長は同日、「『大企業栄えて民滅ぶ』『暮らしを犠牲に戦争する国へ』という安倍内閣の暴走を象徴する予算案」とする談話を発表しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ国民に犠牲を押し付け、大企業に奉仕する“安倍暴走予算”の特徴はまず、税収にあらわれています。消費税率を来年４月から８％に引き上げます。国民の負担増は８兆円にのぼります。一方、大企業に対しては、復興特別法人税を１年前倒しして廃止。１兆円の負担減を見込んでいます。　　　　　　　　　　　　　　　ｐ歳出では、命と暮らしを支える予算を削減し、大企業に奉仕する姿勢が際立っています。社会保障「充実」に充てるのはわずか５０００億円。軍事費は４兆８８４８億円と２・８％増です。労働分野では、雇用維持に貢献してきた雇用調整助成金を半減する一方で、リストラを支援する労働移動支援助成金に１３年度の１５８倍超となる３０１億円を計上しました。公共事業費は、国際コンテナ戦略港湾の機能強化に４４６億円（１１％増）、首都圏空港の強化に１３５億円（９・２％増）など、大盤振る舞いしています。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）推進を前提に農家の経営規模拡大を進めます。農地集積・集約化を加速するための農地中間管理機構の立ち上げと運営に約３０５億円を盛り込みました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ予算案が決まった12月24日は、２５年前に自民党の竹下登内閣が世論の大反対のなか消費税法を可決・成立させた日です。「消費税四半世紀」は、社会保障連続改悪と日本財政の悪化の歴史でした。消費税依存が社会保障充実にも財政再建にも役立たないことは明白です。大企業・大資産家に応分の負担を求め、消費税増税に頼らずに社会保障充実と財政再建をはかる道への抜本的な転換が必要です。
２０１３年１２月議会　星野公平の一般質問と答弁

１、特命副市長の業務執行の姿勢について（副市長の東京での講演から、福祉の心はあるのか）

【質問１】「厚生労働省は若手職員が夜遅くまで働いております」桑名市の職員に夜遅くまで働かせていいのか。人事は把握しているのか、実態の報告を。

【答弁】家庭と両立しがたい職場は持続的に成り立たないため、業務を効率的に遂行する事は重要だと考えている。時には、今こそ全力で頑張らなければならないという場合もある。その時は私も部下と一緒になってチームで仕事を進め、悩みも喜びも分かち合えるよう心掛けている。（残業の実態は個人データとして報告しない。）

【質問２】「日本は社会保険の抑制に成功している」

【答弁】日本は社会保険の保険料の抑制には成功していると発言。（医療費の抑制とは別問題でした。）

【質問３】「厚生行政の歴史の中で、最大の失敗は老人医療費の無料化」

【答弁】少子高齢化に伴う社会保障の増大にはやむを得ない面があるにもかかわらず、社会保障費の抑制を求める声が根強い中、厚生行政においては世界に冠たる国民皆保険、皆年金制度を堅持しながら、社会保障制度の改革に着実に取り組んできた。「厚生行政の歴史の中で、最大の失敗は老人医療費の無料化」であったという考えに変わりはない。

【質問４】「桑名市は津市に対して良い感情がなく、三重県人という意識がない」

【答弁】私が桑名の皆さんよりお話を聞いた限りで個人的に受けた印象に言及したものです。今後十分注意したいと思います。

【質問５】「職員に市町村の役割はこれまでプレーヤーだったが、これからはマネージャーになれと言っている」

【答弁】これは、「地域包括ケアシステム」の構築に向けて市町村の役割を言ったもので、その他の市町村の役割に言及するものではありません。

２、教育問題について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【質問１】全国学力・学習状況調査の学校別公表の容認について　　　　　　　　　【答弁】市は学校別の公表は考えておりません。（市長が答弁）
【質問２】国が進めている土曜日授業について
【答弁】振替休日を設けず、土曜日を活用して教育課程内の教育を行うもので、学校・家庭・地域の三者が連携し、役割分担して多様な学習や体験活動の機会の充実に取り組むもの。本市では授業公開や地域の教育力を生かした教育活動を実施して行きたい。保護者・地域の方の意見を聞きながら対応していく。

【質問３】道徳の教科化について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【答弁】文部科学省は、現在正式教科でない小中学校の道徳の時間を、数値評価を行わない特別な教科として、検定教科書の使用を求める報告を公表しました。国の動向を注視し、心の教育の充実を目指す。
３、新水道ビジョンについて

【質問１】「水道の一元化」の目的と財源について
【答弁】新水道ビジョンは、緊急課題である災害への備えや施設の老朽化対策など見直し、事業の将来目標を設定し、目指すべき方向性を示すもの。水道の一元化は、施設として旧桑名・多度・長島の相互に水の融通を図り、緊急時の対策や施設のダウンサイジングを図る事、管理面では水道施設の集中管理で効率的な運用を図り、緊急時の初動体制の迅速性の確保による事故や災害時の対応力向上を目指す。財源については事業の継続的な実施に向けて企業債など長期的計画的な視点に立った資金の確保を考えている。

【質問２】リニア中央新幹線で桑名市の水道水源は大丈夫か（桑名からリニア・ノ―の声を）

【答弁】今後進められる工事による様々な環境への影響などに注視していきたい。
４、建築審査会について（市内の病院とグループホーム建設に関連して）

【質問１】新しく許可基準をつくって、現行の高さ制限や容積率を無視したものを建てさせていいのか。

【答弁】申請があって総合設計制度に則って作った。

【質問２】「不服申立ての裁決を行う場合は、審査請求人の出頭を求めて、公開による口頭審査を行わなければならない」となっているが、行われたのか。
【答弁】建築基準法では口頭審査を行うよう定められているが、「質疑応答集」では建築審査会の判断で不服申立人の適格性がないと判断された場合は必要ないとなっている。（この答弁は時間切れで文書でもらいました。）
伊藤徳宇市長に来年度の予算要望を提出

１２月２５日、１２月議会終了後、伊藤市長に２０１４年度の予算要望を提出しました。１０項目にわたっていますが、特に、国民健康保険税を一人当たり1万円を引き下げること、子ども医療費助成対象を全中学生に実施すること、早急に全小学校普通教室にクーラーを設置することの３点を強調して要望しました。

1、 国に４月からの消費税増税中止を求め、公共料金への転嫁はおこなわない。

2、 雇用問題は深刻であり、誘致企業に対し、解雇などは事前説明義務付ける。

3、 国に生活保護費削減の撤回を求め、夏期・年末手当の廃止はおこなわない。

4、 国民健康保険税を基金の活用で１人当たり１万円を引き下げること。

5、 安心して介護保険が利用できるようにすること。（保険料等の減免制度）

6、 子ども医療費助成対象を全中学生に実施すること。

7、 子ども・子育ての新制度は、保護者の声を十分聞き、市の責任で実施を。
8、 小中学校の３０人以下学級の対象学年を拡大すること。

9、 熱中症対策として早急に全小学校普通教室にクーラーを設置すること。

１０、 ごみの減量化や新焼却施設建設は、市民全体で考える。　（以上は要旨）
Ｎｏ．２０１　　　　２０１４年　１月　９日
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日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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